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序章　問題の所在
　r以下の対策に要する経費について、普通交付税措置を講じる。
　　（1）地球環境保全・創造対策　1，900億円程度
　　　①環境保全経費、②公害対策経費、③自然公園費
　　（2）リサイクル推進対策　960億円程度
　　　容器包装廃棄物の分別収集・リサイクル事業の推進、家電廃棄物の
　　　減量化・再商品化の促進、廃棄物減量化対策の推進　等　」
　これは、「平成14年度地方財政対策関係資料」（2001年12月、総務省自治
財政局）のなかにある「循環対策【ソフト事業】」の一部である。「普通
交付税措置」の部分を隠せば、環境省の2002年度予算の内訳にみえるかも
しれない。あるいは、典型的な補助金の一種に思われるかもしれない。実
際には、普通交付税（地方交付税の94％）の交付団体の地方自治体がこう
した一定の条件を充たす事業を行なえば、普通交付税が加算されることを
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意味する。
　現在の地方交付税には、多くの問題点がある。過剰ともいえる財源保障
や財源均衡化、交付税特別会計の借入金、そして地方債発行の誘因となっ
ていることなど、さまざまな角度から問題を指摘できる（1）。そうした問題
点のなかに、地方交付税の恣意性と補助金化も含まれる。
　そもそも地方交付税とは、どのようなものであろうか。地方交付税は、
1954年度に創設された。1950年度にシャウプ勧告を受けて創設された、地
方財政平衡交付金が前身である。地方交付税の目的について、根拠となる
地方交付税法をみてみよう。地方交付税法第1条では、rこの法律は、地
方団体が自主的にその財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する
権能をそこなわずに、その財源の均衡化を図り、及び地方交付税の交付の
基準の設定を通じて地方行政の計画的な運営を保障することによって、地
方自治の本旨の実現に資するとともに、地方団体の独立性を強化すること
を目的とする」となっている。つまり地方交付税の目的は、地方自治体間
の財源の均衡化と、計画的行政執行のための財源保障である。
　次に、地方交付税の性格も確認しておこう。まず、中央政府から地方自
治体への移転財源である。そして、地方交付税法第3条2項でr国は、交
付税の交付に当たっては、地方自治の本旨を尊重し、条件をつけ、又その
使途を制限してはならない」としているように、使途が特定されない一般
財源という性格をもつ。
　しかし、はじめにあげた例をはじめ、地方交付税の交付にあたり、中央
政府による恣意性が確認でき、地方交付税の一部が事実上補助金化してい
る。本稿では、過去の交付税の配分などから、恣意性や補助金化の実態を
明示するとともに、その背景を探る。なお、本稿では地方交付税のなかで
普通交付税のみを対象とし、特別交付税にはふれない。地方交付税の6％
が割り振られる特別交付税については、そもそも配分がすべて省令にもと
づくものであり、中央政府の恣意性は明らかである。しかし、本稿では恣
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意性を排除しているはずの普通交付税に焦点を絞る。
第1章　地方交付税の仕組みと実態
（1）総額の決定
①地方財政計画による決定
　地方交付税配分の恣意性や補助金化の実態やその背景を探るには、まず
交付税の仕組みや運用の実態を明らかにする必要がある。
　地方交付税の総額は、2002年度地方財政計画で19．5兆円になる。これは、
地方財政全体の歳入の22．3％を占め、地方税に次ぐ重要な財源となってい
る（2）。
　地方交付税の総額は、国の予算とともに中央政府が策定する地方財政計
画によって決定される。単純化すれば、地方財政計画において、歳出に対
して地方交付税以外の歳入で不足する分が地方交付税の総額となる。
　地方財政計画について、主な歳入項目をみてみよう。まず地方税は、法
定税が標準税率で算定される税収の見込み額である（3）。地方譲与税は、対
象税目の見込額の一定割合を計上する。国庫支出金は、国の施策によって
支出されるものであり、当該年度の国家予算案が決定した後に金額が計上
される。ただし、地方財政計画は普通会計が対象のため、国庫支出金でも
公営企業会計向けなどは含まれない。臨時財政対策債を除く地方債はすべ
て建設公債のため、歳出における投資的経費の金額や起債充当率などによっ
て決まる。その他、使用料や手数料などが含まれる一方、各種基金からの
繰入金や前年度からの繰越金などは含まない。
　こうして、地方交付税と臨時財政対策債を除く歳入の金額が決まる。一
方、歳出額は給与費や投資的経費、公債費などについて、見通し額などが
計上される。そして、歳出に対して不足する分を、地方交付税と臨時財政
対策債によって賄う。ちなみに、臨時財政対策債とは、地方交付税の一部
を代替するものとして2001年度から発行されるようになった公債で、地方
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財政法第5条に依拠しない特例として発行されるいわゆる赤字地方債であ
る（4）。
②地方財政計画の目的
　地方財政計画とは、翌年度の地方財政全体の歳出と歳入の見通し額であ
る。各地方自治体の予算編成を集約したものでなく、逆に各地方自治体の
予算に影響を与えるものである。改めて、地方財政計画の性格を確認して
おこう。旧自治省の資料などをもとに、地方財政計画の目的を整理すると、
おおむね次の5点にまとめることができる（5）。第1に地方財政規模の把握、
第2に国家財政との調整、第3にあるべき地方財政の姿の提示、第4に地
方交付税等の地方財源の保障、第5に地方債の計画的発行と財源確保、で
ある。
　地方財政計画の歳出額は、必ずしも実態を反映している訳ではない。地
方財政計画の歳出額が実態と乖離している可能性があるのは、地方財政計
画の目的のなかに、rあるべき地方財政の姿の提示」が含まれるからであ
る。
（2）算定方法とその実態
①普通交付税算定の基本
　普通交付税について、各地方自治体への交付がどのような基準で算定さ
れているかみてみよう。
　各地方自治体に交付される普通交付税額の算定にあたり、各地方自治体
について基準財政需要額を算定する。基準財政需要額は、妥当な水準で標
準的な行政を行なう経費と定義される。同時に、各地方自治体の標準的な
状態での見込み税収等からなる基準財政収入額を算定する。そして、基準
財政需要額に対して基準財政収入額が不足する場合、おおむねその財源不
足分が普通交付税となる。すなわち、
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　普通交付税額≒財源不足額（正の場合）
　　　　　　　＝基準財政需要額一基準財政収入額
である。一方、基準財政収入額が基準財政需要額を上回る場合、基本的に
普通交付税はゼロの不交付団体となる。
②基準財政需要額
　基準財政需要額について、詳しくみてみよう。基準財政需要額は、各地
方自治体について、合理的かつ標準的な行政を運営する場合にかかる経費
のことであり、詳細かつ複雑な方式で決まっている。そのねらいは、的確
かつ客観的に各地方自治体の一般財源所要額を算定することにある。
　具体的には、まず行政内容をいくつかの費目、そして経常的経費と投資
的経費に区分する。そして、各費目、経常・投資の別について、それぞれ
次の算式により需要額を積算し、合計する。つまり、
　測定単位×単位費用×補正係数
である。このうち、測定単位とは財政需要の量を測る尺度のことであり、
人口や面積などを利用することが多い。単位費用は、標準的な施策に必要
とする一般財源額のことで、いわゆる単価を意味する。そして補正係数は、
各地方自治体の立地などさまざまな条件の違いによる経費の差を補正する
ものである。考慮される要因としては、気候や人口密度、特定の公債費な
どがあげられている。
　2002年度における道府県の警察費を例にとってみよう。警察費では、経
常的経費のみが算定され、測定単位は警察職員数、単位費用は1，074．4万円
である。標準とされる道府県の人口は170万人で、そこでの標準的な警察
職員数は2，821人である（6）。つまり、こうした標準的な地方自治体の場合、
警察費として303．1億円が基準財政需要額に算定される。そして、警察費
の場合、段階補正、態容補正、そして寒冷補正といった補正係数がかけら
れる（7）。
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③基準財政収入額
　基準財政収入額の算定は、需要額に比べれば単純である。基準財政収入
額の対象となるのは、地方税の大部分と地方譲与税、国有資産等所在都道
府県交付金、国有資産等所在市町村交付金、交通安全対策特別交付金など
である。一方、対象とならないものは、各地方自治体が条例で定めた法定
外税や法定目的税の一部（入猟税や入湯税など）、交通安全対策特別交付
金を除く予算上のすべての目的財源（地方債、繰入金、手数料など）など
である。
　地方税については、税率は標準税率で算定されるため、必ずしも現実に
各地方自治体で適用されている税率とは一致しない。そして、標準税率で
算定された見込税収の80％（都道府県の場合、市町村は75％）に、各税目
で定められた捕捉徴収率を乗じて算定される。80％や75％の算入率は、国
有資産等所在都道府県交付金や国有資産等所在市町村交付金にも適用され
る。地方譲与税などについては、収入見込額のすべてが基準財政収入額に
算入される。
④算定の実態
　これまで、各地方自治体に交付される普通交付税の算定方法をみてきた。
それによると、合理的かつ標準的な行政を実施するために必要な財政需要
に対して、地方税などの財源の不足分が普通交付税として交付される。っ
まり、地方交付税の総額とは無関係に算定されることになっている。しか
し、実態はまったく異なっており、算定とは実質的に総額の配分を意味す
る。
　普通交付税について、地方財政計画によって決まる総額と、基準財政需
要額と基準財政収入額の差である財源不足額（財源不足団体分）を比較し
てみよう（図表1）。たとえば2001年度（当初算定）をみると、普通交付
税の総額と財源不足額の差は309億円であり、基準財政需要額との対比の
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調整率は0．07％にすぎない。しかも、従来から調整率は1％をはるかに下
回っている。そして、常に財源不足額が普通交付税総額よりわずかに多く
なっている。
　もしも地方交付税総額と各自治体への交付がまったく無関係に算定され
ていた場合、こうした数値はありえないものである。総額の決定が国の予
算と同様に原則として前年度中であるのに対して、普通交付税の算定は
7月中であることや、後に述べるように算定は操作が可能であることから、
算定が総額にあわせていることがわかる（8）。
図表1　普通交付税額の推移（財源不足団体分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円、％）
年度
総　額 算　　　定 調整減額
（e＝d－a）
調整率
（f＝e／b）普通交付税額
　　（a）
基準財政需要額
　　（b）
基準財政収入額
　　（c）
財源不足額
（d＝b－c）
1965 7，004 14，015 6，950 7，065 61 0．4351
75 42，028 90，279 48，153 42，126 98 0．1089
85 88，810 199，743110，653 89，090 280 0．1399
95 151，829354，853202，670152，183 354 0．0997
96 158，301370，663211，881158，782 481 0．1298
97 160，995390，917229，571161，346 351 0．0898
98 168，433403，966234，277168，689 255 0．0631
99 196，124418，653222，310196，343 219 0．0525
2000 201，222426，090224，661201，429 207 0．0487
01 191，288417，196225，599191，597 309 0．0741
（注）再算定のあった年度は当初のもの
（資料）地方財政制度研究会編r地方財政要覧』地方財務協会
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第2章　基準財政需要額算定の推移
（1）恣意性・補助金化とは何か
①公債費
　前章でみたように、普通交付税は一定の算式にもとづいて実質的に配分
されている。そして、形式的には中央政府による恣意性の入り込む余地が
ないようにみえる。しかし実際には、その配分において、中央政府による
恣意性・補助金化が指摘できる。
　恣意性・補助金化は、基準財政需要額算定のなかにみることができる。
具体的には、費目・項目の追加や変更、そして補正係数の追加や変更があ
げられる。しかも、補正係数の追加や変更については、必ずしも地方交付
税法を改正する必要はない。総務省令によって補正係数の変更などを行な
えることになっている点も、中央政府により強い恣意性をもたらす要因と
なっている（9）。
　地方交付税法で示されているように、基準財政需要額は、「合理的、且
つ、妥当な水準」（第3条3項）にもとづく標準的にかかる需要額を「合
理的に測定」（第2条4項）したものでなければならない。そのため、本
来であればその測定に際して、基準となる費目や項目などが大きく変化す
ることは考えにくい。地方政府の役割に大きな変化がない限り、変わらな
いはずである。
　しかし、費目については、その追加に恣意性・補助金化の現象をみるこ
とができる。もちろん、本当にそれが必要か議論の余地はあるものの、費
目の追加には、地方財政の姿をより詳細に基準財政需要額に反映させると
いう側面がある。しかし、少なくとも公債費の追加については、そうした
面よりも恣意性・補助金化の面が強く出ているものである。これは、特定
の事業について起債を許可された地方債の元利償還分について、基準財政
需要額に算入するというものである。普通交付税の交付される自治体にとっ
ては、特定の地方債であれば元利償還の一部もしくはすべてが地方交付税
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に加算されるという期待をもつ。そこに恣意性をみることは容易であり、
地方交付税の一部が補助金化しているものといえよう。2002年度について
みると、公債費のなかに18の費目が含まれている。
②事業費補正
　補正係数について、公債費と類似したものがある。それは、事業費補正
による地方債元利償還保障である。これは、総務省の認めた事業に対して
起債される地方債について、元利償還費の一定割合を基準財政需要額に加
えるものである。普通交付税の交付団体であれば将来その分の地方交付
税額の加算が期待できる。このような措置によって、中央政府は地方自治
体を特定の事業に誘導することが可能になる。こうした、元利償還費の一
定割合が交付税によって措置される事業は多岐にわたる。たとえば、
2002年度において地域活性化のために行なう事業については、地域活性化
事業債の起債が充当率75％で認められ、その元利償還費の30％が基準財政
需要額に算入される。
　また、事業費補正には、過去に行なった事業の地方債元利償還分だけで
なく、当該年度の事業量を基準財政需要額に反映させる部分がある。これ
も、明らかに恣意性・補助金化の例といえる。
　標準とされる自治体の姿と実際の各自治体の間にさまざまな面で違いが
あるので、補正係数によって、その差を埋めることにある程度の合理性は
考えられる。しかし、上述の事業費補正以外についても、どこまで事情を
勘酌するかなど、客観的な線引きができるものではない。そのため、その
線の引き方が、中央政府による恣意性をもたらしている可能性は強い。そ
の例が、段階補正の縮小と市町村合併の関係である。従来、段階補正によっ
て、人口の少ない自治体には、普通交付税が比較的優位に配分されていた。
今後もその制度は維持されるものの、優遇される規模は段階的に縮小され
る。この背景には、中央政府が行政の効率化などを目的として、規模の小
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さい市町村を合併に導きたいという考えがある。その一環として、地方交
付税の補正係数が使われている。実際、他の優遇措置による誘導もあり、
多くの自治体が合併を検討し始めている。
③交付税による地方債元利償還額
　実際、地方交付税による地方債元利償還措置の金額は、増加の一途であ
る。直接、公債費として基準財政需要額に算入されるものと、事業費補正
によって算入される分を合計してみてみよう。1993年度には2．7兆円で基
準財政需要額の6．6％にすぎなかったが、2001年度には6．7兆円で、基準財
政需要額の14．6％を占めている（図表2）。
　このような措置は、地方自治体間の財源の均衡化と一定の行政運営に対
する財源保障という地方交付税の目的から外れている。たとえ一般財源と
して配分されても、特定の事業を行なうことによって結果的に財源が付与
されるのであれば、形を変えた補助金といっても過言ではない。しかも、
こうした措置の存在は、地方自治体の歳出の膨張や地方債の累増につなが
る。さらに、財源措置があることから、各地方自治体が住民の本当に望む
事業を行なうとは限らず、資源配分に歪みをもたらす可能性が大きい（10）。
基準財政需要額の推移にみる恣意性と補助金化（浅羽）（11）548
図表2　基準財政需要額の地方債元利償還金の推移
（兆円）
6．6
闘
2．7
基準財政需要額に占める比率
　　　　（右目盛〉
　　地方債元利償還金額（左目盛）
14、6
6．7
（％）
16
14
12
10
8
　　　93　　94　　95　　96　　97　　98　　99　2000　01　（年度）
（注）基準財政需要額の公債費と事業費補正（元利償還分）の合計
（資料）総務省編『地方交付税等関係計数資料』（各年度版）
（2）費目・項目の推移
①費目・項目の数と内容
　普通交付税について、地方交付税創設時から現在に至る推移のなかから、
恣意性・補助金化の実態をみてみよう。
　まず、基準財政需要額算定の際の費目についてその推移を検証してみる。
地方交付税創設直後の1955年度と2002年度を比較してみよう（図表3）。
道府県分・市町村分ともに、大費目の数は7で変化していない（11）。ただし、
道府県分・市町村分ともにこの間ひとつだけ増減がみられる。それは、
1995年度に新設された農山漁村地域活性化対策費であり、2001年度に廃止
された。
　大費目のなかにそれぞれ含まれる費目数の合計を比べると、道府県分・
市町村分ともに、2002年度は1955年度の2倍以上になっている。増加の時
期を10年単位でみると、道府県分では1985年度以降のペースが急である。
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一方、市町村分では、1955～75年度と1985～2002年度において同様のペー
スで増加しているのがわかる。こうした費目数増加の主要因は、公債費で
ある。道府県分でみると、増加した21費目のうち公債費が17費目、市町村
分では増加24費目のうち19費目を公債費が占めている。地方交付税創設時
の公債費は、災害復旧事業の財源調達のために発行された地方債の元利償
還費の災害復旧費だけだった。しかし、2002年度には道府県分・市町村分
合計して38費目となっている（道府県分・市町村分での名称の重複を含む）。
　公債費以外でも、算定の複雑化がみてとれる。公債費以外で費目の追加
といえば、最近の例では、1994年度に厚生労働費に高齢者保健福祉費、
1992年度にその他行政費に企画振興費が道府県分・市町村分ともに追加さ
れている。また、総単位数の推移をみると、複雑化はより明らかである。
単位は、費目ごとに基準財政需要額を算出する際に基準とするもので、一一
費目に複数単位あるケースが多い。2002年度のものを1955年度と比べると、
道府県分で2倍強、市町村分で3倍弱となっている。とくに、1975年度以
降の増加傾向が強い。単位数の増加は、恣意性とまでは言い切れないが、
複雑化は間違いない。
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図表3　基準財政需要算定の際の費目・項目の推移
195565 75 85 95 2002002－551975－552002－75
大費目数 7 7 7 7 8 7 ±0 ±0 ±0
府嚢 目　数 20 23 26 28 35 41 十21 十6 十15
????
うち公債費 1 2 6 7 11 18 十17 十5 十12
総単位数 28 35 34 46 55 64 十36 十6 十30
????大費目数 7 7 7 7 8 7 ±0 ±0 ±0
費　目　数 19 26 31 32 37 43 十24 十12 十12
うち公債費 1 4 9 10 12 20 十19 十8 十11
総単位数 26 36 39 55 63 73 十47 十7 十34
（注）1．公債費について、各種基金費などを含めて大費目数では1とカウント
　2．警察費のように大費目に細目がないケースでは、費目数では1とカウント
（資料）自治省財政局編r地方交付税制度沿革史　1・2』
　　総務省編『地方交付税等関係計数資料（各年度版）』
②公債費金額の推移
　費目数において、公債費の数の増加が顕著であり、恣意性・補助金化が
着実に進んでいることを確認した。次は、それを基準財政需要額として検
証してみよう（図表4）。
　地方交付税創設時に公債費として唯一あった災害復旧費は、名目
GDP比でみると1960年代に若干の上下はあったものの、ほぼ横ばいで推
移している（12）。しかし、1957年度に特定債償還費が追加されてから、先に
みた費目数だけでなく、金額（GDP比）でみてもその上昇は顕著であ
る（13）。とくに、1970年代後半から1980年代半ば、1990年代後半以降に急伸
しており、公債費の費目数の伸びと並行している。
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図表4　公債費の推移（GDP比）
（％）
09
0．8
07
0．6
0．5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の
0．4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公債費等
03
0．2
01　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　災害
00　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復旧費
　　　55　59　63　67　71　75　79　83　87　91　95　99　（年度）
（注）1．その他の公債費等には、公債費のなかで災害復旧費を除く各種元利償還
　　費や基金費などすべてが含まれる
　　2．名目GDPは、1979年度まで68SNA、1980年度以降は93SNA
（資料）自治省財政局編『地方交付税制度沿革史　1・2』
　　　自治省財政局編『地方財政制度資料（各巻）』
　　総務省編『地方交付税等関係係数資料（各年度版）』
（3）補正係数の推移
①補正の種類と適用
　次に、補正係数についてその推移を調べてみよう（図表5）。補正係数
の種類は、大項目でみた場合、その括り方は別として道府県分で1960年度、
市町村分で1965年度頃に現在の原型ができあがっている。小項目でみても、
1969年度頃には現在と近い姿ができている。
　しかし、補正係数が適用される単位数については、前節でみたように単
位数自体が増加していることもあり、補正係数の種類がほぼ安定した後も、
増加が続いている。同様の傾向は、補正係数適用総数をみても明らかであ
る。ひとつの単位で複数の補正係数が適用されることは多い。道府県分・
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市町村分ともに、2001年度の補正係数適用総数は、1955年度の2倍以上に
なっている。ただし、1998年5月に閣議決定された「地方分権推進計画」
に沿って、地方交付税の算定方法を簡素化する動きがあり、以降、補正係
数の適用総数は減少に転じている。
　先に述べたように、普通交付税の恣意性・補助金化を補助係数から
みるうえで、もっとも注目すべきは事業費補正である。事業費補正は、
1962年度に道府県分の港湾費とその他土木費の一部に適用されて以来（市
町村分は1967年度から）、適用単位数、適用総数ともにおおむね増加傾向
にある。しかし、適用総数に占める比率でいえば、普通態様補正や給与費
寒冷補正などには及ばない。
図表5　補正係数の推移
195565 75 85 95 20012001－1955200H975
????
補正の種類（大項目） 6 8 8 8 8 8 十　2 ±0
同　　（小項目） 6 10 13 13 14 15 十　9 十2
補正適用単位数 26 33 38 43 49 55 十29 十17
補正適用総数 64109119137168150 十86 十31
うち事業費補正 0 5 4 7 11 10 十10 十6
????
補正の種類（大項目） 2 5 8 8 8 8 十　6 ±0
同　　（小項目） 5 914 14 15 15 十10 十1
補正適用単位数 24 34 46 49 57 61 十37 十15
補正適用総数 59100173184222180 十121 十7
うち事業費補正 0 0 7 9 18 17 十17 十10
（注）「行政費目ごとの補正適用一覧表」による。地方交付税法13条10項補正を含む
（資料）自治省財政局編『地方交付税制度沿革史　1・2』
　　地方交付税制度研究会編r地方交付税制度解説（補正係数・基準財政収入
　　額編）（各年度版）』
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②補正金額の推移
　補正係数を用いた恣意性・補助金化について、とくに問題と指摘した事
業費補正は、上記のように適用総数など数のうえでは突出しているわけで
はない。しかし、基準財政需要額への加算額についてみると、その影響力
の大きさは顕著である。
　補正係数適用による、基準財政需要額の加算額（GDP比）の推移をみ
てみよう　（図表6）。事業費補正以外の補正係数をみると、1970年代や
1990年代前半のように多少上昇している時期はみられるものの、長期的に
は横ばいか若干の上昇程度で推移している。一方、事業費補正は、一時期
の下落はあっても、長期的にみれば明らかに上昇基調にある。とくに、
1990年代の上昇は顕著である。2002年度でみると、他の補正係数すべての
加算額をはるかに凌ぐ規模である。
図表6　補正係数による基準財政需要額の増加額の推移（市町村分、GDP比）
1酋）
06
0．5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業費04　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補正
0．3
0．2
01　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の補正
0．0
　　1960　64　　68　　72　　76　　80　　84　　88　　92　　96　2000　（年度）
（注）1．当初算定のもの
　　2．道府県分についても同様の傾向がみられるが、一部の年度で統計上疑義
　　のある数値がみられるため、市町村分のみとした
　　3．名目GDPは、1979年度まで68SNA、1980年度以降は93SNA
（資料）自治省財政局編『地方交付税制度沿革史　1・2』
　　地方財政制度研究会編『地方財政要覧（各年度版）』地方財務協会
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第3章　恣意性・補助金化の背景
（1）交付税総額の推移と原因
①総額の推移
　前章では、基準財政需要額算定における恣意性・補助金化の実態をみて
きた。ここでは、その背景を探る。もちろん、制度上は省令で補正係数の
変更が可能なことなどを、その原因として指摘した。しかし、そうした制
度上の問題も、本来は大きく変動するはずのない基準財政需要額の算定に
際して、変更する動機にはならないはずである。
　恣意性・補助金化の背景を探るため、まず地方交付税の総額の推移をみ
てみよう（図表7）。金額はもちろん名目GD　P比でみても、地方交付税
制度創設以来、上昇傾向にあることがわかる。1955年度に名目GD　P比
1．6％だったものが、2002年度は臨時財政対策債を含めて4．6％まで上昇し
ている（14）。
　地方交付税総額の推移は、大きく3つの時期に分けることができる。ま
ず、制度発足から1979年度までの一度目の上昇期、1979年度から1984年度
までの下落期、そして1984年度以降の二度目の上昇期である。1955年度か
ら1979年度までに1．8ポイント上昇し、1984年度以降は1．9ポイント上昇し
ている。とくに1998年度以降の上昇ペースは急激で、4年問で1．2ポイン
ト上昇している。
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図表7　地方交付税総額の推移（GDP比）
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　1955　5861　64　67　70　73　76　79　82　85　88　91　94　97　2000（年度）
（注）1．地方財政計画ベース。2001・02年度には臨時財政対策債を含む
　　2．名目GDPは、1979年度まで68SNA、1980年度以降は93SNA
（資料）総務省編『地方財政計画（各年度版）』財務省印刷局
②総額膨張の原因
　地方交付税の総額が膨張している原因を、地方財政計画の内訳から探っ
てみよう（図表8）。まず、1955年度から2002年度までの長期的にみた地
方交付税膨張の主たる要因は、歳出の増加にある。地方交付税を除く歳入
について、地方税は2002年度を1955年度と比べれば上昇している。ただし、
この間の歳出の上昇が6．0ポイントであるのに対して、地方税は2．7ポイン
トの上昇である。つまり、歳出面でみた地方財政の役割の拡大に対して、
地方税が追いついていない状態である。地方交付税総額は、地方財政計画
における歳出に対して、歳入（地方交付税を除く）の不足額にあたるので、
地方税の増加などで追いつかない分を地方交付税などで穴埋めしているこ
とになる。
　ただし、歳出の内訳をみると、大きく伸びているものに公債費と投資的
経費がある。そのため、どこまで地方財政本来の役割として歳出が拡大し
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ているかは、疑問が残る（里5）。一方、歳出のなかでも給与費はそれほど伸び
てない。ちなみに、歳入のなかで地方債も伸びているが、これは投資的経
費の増加に加え、充当率引き上げの影響が大きい。
　地方交付税総額（GDP比）の上昇・下落について、時期を細かく分け
て原因を探ってみよう。いわゆる高度成長期を含む1955年度から1979年度
までの上昇の原因は、投資的経費を中心とした歳出の増加にある。この間、
歳出は投資的経費の4．7ポイントを含めて計5．6ポイント上昇している。一
方、地方税と国庫支出金、そして地方債も合計4．2ポイント上昇している
が、歳出の伸びには追いつかない。1979年度から1984年度までの下落期に
ついては、投資的経費を中心に歳出が下落するとともに、国庫支出金や地
方債も下落した。しかし、地方税は比較的堅調に上昇していたため、その
分地方交付税総額（GDP比）は下落した。
　そして1984年度以降の上昇期については、公債費や社会保障関連の支出
を中心とした歳出（GDP比）の上昇が、地方交付税膨張の最大の要因と
なっている。歳入のうち国庫支出金については、1980年代後半におけるい
わゆる高率補助金の補助率引き下げや国の一般会計の財政再建にともなう
歳出抑制などから、減少傾向にあった。そのため、1980年代後半から
1990年代前半にかけては、国庫支出金（GDP比）の低下が地方交付税膨
張の一因であった。
　ただしこうした傾向は、1998年度以降変化がみられる。1998年度からの
急激な地方交付税の膨張は、歳出面のほか、地方税のGDP比の低下にも
その主な要因がある。この間、地方交付税（GDP比）は1．2ポイント上昇
しているが、歳出が0．7ポイント上昇、地方税が0．6ポイント低下している。
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図表8　地方財政計画の推移（GDP比）
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％、ポイント）
年度
歳　　　　　出 歳　　　　　入
合計 轟燕i磁費うち　1うち　1うち　　　うち地方税i国庫支出金i地方債i地方交付税
1955（a）11．6 生41　α61且142i　321　砿gi　1β
1979（b）17．2 48i　12i　6悉5．7i　44i　22i　＆4
1987（c）150 451　1マi生9礁　λ7i　l渇1　乞7
1998（d）17．0 生5i　鉱oi　翫7 乳5i　且51　λ1i　34
2002（e）17β 生81　λ7i　aoαgi　λ61　1⑲i　46
7肝55（b－a） 十5．6 ＋α4i＋α6i＋47＋1．6i＋13i＋13i＋1忍
87マ9（c‘b） ▲22 ▲α4i＋α5i▲1⑲＋α91▲117i▲住71▲α7
0牙87（σc〉 十2．6 ＋α31＋10i＋α1＋⑫▲α2i＋α4i＋1．9
0会98（σd） 十〇．7 ＋α21＋“7i▲α7▲α6i＋αol▲α2i＋12
0餅65（e－a〉 十6．0 ＋α4i＋且1i＋2．9＋且7i▲α6i＋1覇　＋30
（注）1．2001年度・02年度の地方交付税には、臨時財政対策債を含む。一方、地
　　方債には含まない
　　2．名目GDPは、1979年度まで68SNA、1980年度以降は93SNA
（資料）総務省編r地方財政計画（各年度版）』財務省印刷局
（2）基準財政需要額にみる恣意性・補助金化の背景
①総額配分の方法
　普通交付税の総額は、地方交付税以外の要因で地方財政計画において決
まる。一方、各地方自治体には、基準財政需要額に基準財政収入額で不足
する分を交付するのが基本である。しかし、第1章で明示したように、そ
の実態は交付税総額の配分にすぎない。
　配分にあたり、基準財政収入額については、その性格上ほとんど恣意的
に動かす余地はない。一方、基準財政需要額については、標準的で合理的
な水準を保障するという定義上かなりあいまいな部分が含まれる。しかも、
きわめて詳細かつ複雑な算定方法を用いるため、操作も不可能ではない。
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　ポイントは、地方交付税の総額を配分するために、基準財政需要額の算
定の際に財源不足額を変化させることが可能なことである。
②基準財政需要額の推移
　基準財政需要額の実際の動きを確認してみよう。基準財政需要額の
GDP比は、1955年度の4．6％が、2001年度に9．3％まで4．7ポイント上昇して
いる（図表9、10）。しかし、第1章で確認したように、基準財政需要額
とは合理的かつ標準的な行政運営を行なうための必要額であり、本来大き
く上下する性格のものではない。それがこのように大きく上昇しているの
は、総額配分のためである。実際、先にみた地方交付税総額（GDP比）
の動きと同じように、1955年度から1979年度の問には基準財政需要額
（GDP比）も上昇し、1979年度から1984年度までは下落、1984年度以降は
上昇に転じている。一方、基準財政収入額も比較的堅調に上昇傾向にあり、
1955年度の3．2％が2001年度の5．6％まで2．4ポイント上昇している。しかし
そのペースは基準財政需要額の上昇ペースに及ばない。
　基準財政需要額の上昇分のなかで、恣意性・補助金化が明確に指摘でき
る公債費と事業費補正による加算分が占める比率をみてみよう。1955年度
から2001年度の上昇分について、公債費と事業費補正による加算分の占め
る比率は28％である。つまり、3割弱が恣意性・補助金化による上昇分と
いえる。時期を区切ってみると、地方交付税総額の第一の上昇期にあたる
1955年度から1979年度までは、恣意性・補助金化による上昇分の占める比
率は14％にすぎなかった。しかし、1984年度以降分については、36％と
3分の1強を占めている。しかも、1990年度以降に限れば、基準財政需要
額増加分の57％が恣意性・補助金化による上昇分で占められている。
　このように、基準財政需要額は、地方交付税総額が増加するなかで、そ
の配分のために上昇している。そして、その上昇分の中身をみると、恣意
性や補助金化といった手法を用いていることがわかる。しかも、その比率
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は交付税総額が急伸するとともに上昇している。つまり、本来の基準財政
需要額のあるべき算定方法では、膨張する地方交付税総額を配分し切れな
いため、恣意性を活用し基準財政需要額の補助金化を進めざるをえなかっ
たといえる。
図表9　基準財政需要額と基準財政収入額の推移（GDP比）
（％）
10
9
8
7
基準財政需要額
基準財政収入額
1955　　　60　　　　　65　　　　70　　　　75　　　　　80　　　　8590　　95　　2000（年度）
（注）名目GDPは、1979年度まで68SNA、1980年度以降は93SNA
（資料）自治省財政局編r地方交付税制度沿革史　1・2』
　　総務省編『地方交付税関係計数資料（各年度版）』
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図表10基準財政需要額の事業費補正額と公債費の推移（GDP比）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％、ポイント）
年度 基準財政需要額 基準財政収入額 事業費補正 公債費
1955（a） 4．6 3．2 一 0．1
1979（b） 7．6 4．5 0．2 0．3
1984（c） 7．5 5．0 0．2 0．5
1990（d） 8．1 5．6 0．3 0．3
2001（e） 9．3 5．6 0．6 0．8
1979－55（b－a） 十3．0 十1．3 ＋0．2（皆増） 十〇．3
1984－79（c－b） ▲0．2 十〇．6 十〇．0 十〇．2
2001－84（e－c） 十1．9 十〇．6 十〇．4 十〇．3
2001－90（e－d） 十1．3 ▲0．0 十〇．3 十〇．5
2001－55（e－a） 十4．7 十2．4 ＋0．6（皆増） 十〇．7
（注）名目GDPは、1979年度まで68SNA、1980年度以降は93SNA
（資料）自治省財政局編『地方交付税制度沿革史　1・2』
　　総務省編『地方交付税関係計数資料（各年度版）』
終章　問題の解決に向けて
　地方交付税をめぐっては、多くの問題点が指摘されるだけでなく、大都
市圏と地方圏の対立構図がある。その背景として、大都市圏自治体の財政
状況が悪化し行政サービスが低下していること、地方圏との所得格差の縮
小、地方圏から大都市圏への移動の減少、いわゆるナショナル・ミニマム
がある程度整備されたとの考え、などがあげられる。そして極端な例とし
ては、地方交付税廃止論までみられる。それほど、大都市圏住民の地方交
付税への不満や不信は大きく、実際に投票行動にも表れはじめている。
　しかし、少なくとも単一制国家のもと、地方交付税制度かあるいはそれ
に準じた財政調整制度は不可欠である。そのため、税のあり方を含めた地
方交付税制度の抜本的な改正の議論も大切である。しかし、抜本改革は合
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意形成に時間を要する課題であり、あわせて当面の間題点を解決していく
ことも重要である。
　序章でも述べたように、地方交付税制度には多くの問題点が山積してい
る。そのなかでも、本稿でとりあげた中央政府による配分の恣意性・補助
金化の問題は、重大なもののひとつである。配分の恣意性・補助金化は、
とくに不交付団体に住む大都市圏住民にとって許容できない問題であろう。
しかも、恣意性や補助金化は、地方交付税総額の膨張を背景として、着実
に進んでいることが本稿で明らかとなった。また、必ずしも恣意性や補助
金化とまではいえないが、配分はかなり複雑化していることも忘れてはな
らないだろう。
　こうした問題の解決は、一気にできるものではない。たとえば基準財政
需要額の算定に際して、突然公債費をすべて廃止するということは現実的
でない。今後、公債費の費目の追加を行なわないことや、既存費目でも新
規分を認めないことなどから着手するしか、現実にはありえないだろう。
　そこで大切なことは、まず地方交付税の目的や果たすべき役割といった
ことを、原点に戻り見つめなおすことである。それがなければ、地方交付
税の存立を脅かす問題点のひとつは、解決に向かうことはできないであろ
う。
（1）　地方交付税の問題点について、詳しくは浅羽（2002）を参照せよ。
（2）　地方交付税の占める割合については、注意が必要である。それは、地方自治体に
　よって、地方交付税に依存する度合いに大きな格差が存在することである。
　2000年度の各都道府県の決算（市町村分は含まない）をみると、地方交付税にまっ
　たく依存しない東京都から、もっとも地方交付税の占める割合の高い和歌山県の
　36．4％まで、大きな違いがある。
（3）　地方財政計画に計上される地方税の見込額は、本文のほか、徴税率などを考慮し
　て算定されている。他の歳入項目についても、本文はその本質部分を抜き出したも
　のである。
（4〉　臨時財政対策債による地方交付税の一部の代替方法は、基本的に基準財政需要額
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　　の操作で行なう。たとえば2002年度の道府県分では、経常経費については企画振興
　　費とその他諸費、投資的経費についてはその他土木費とその他の諸費を、単位費用
　　の削減などによってそれぞれ臨時財政対策債への振替分だけ減らしている。
（5）　自治省財政局編（1996）pp．39－42
（6）　基準財政需要額算定の際に標準とされる道府県は、人口170万人（うち市部90万人、
　　町村部80万人）、世帯数63万世帯、面積6，500knf、市数10、町村数75である。そし
　　て警察については、警察本部1本部、警察学校1校、警察署22署、交番60所、駐在
　　所220所、警察官2，821人である。測定単位や単位費用などについて詳しくは、地方
　　交付税制度研究会（2001）を参照。2002年度の概要は、総務省（2002）『平成14年度
　　各行政項目別単位費用算定基礎』による。
（7）　段階補正とは人口や面積に経費が比例しない費目について補正するもの、寒冷補
　　正は寒冷・積雪による増加経費を補正するものである。態様補正とは、都市化の度合
　　いや公共施設の整備状況など財政需要が異なる状況を反映させるもので、普通態様
　　補正、経常態様補正、投資態様補正に分かれ、さらに投資態様補正には投資補正と
　　事業費補正に分かれる。このほか、主な補正係数として、測定単位に種類があり経
　　費が異なる状況を反映させる種別補正、人口密度の違いで経費に多寡が生じるもの
　　を反映させる密度補正、人口急増に伴う費用の増加を勘案する人口急増補正、人口
　　の急減を反映させる数値急減補正などがある。
（8）　地方交付税法第10条3項では、8月末までに決定しなければならないことになっ
　　ているが、実際は7月中には決定している。たとえば2001年度分は2001年7月31日
　　に閣議報告され、その後各自治体に通知された。
（9）　たとえば地方交付税法第13条11項では、r前各項に定めるもののほか、補正係数の
　算定方法につき必要な事項は、総務省令で定める」としている。一方、費目や項目
　　の変更には、地方交付税法の改正が必要である。単位費用については、国会の閉会
　　中のみ政令で変更可能だが、次の国会で法改正する必要がある。
（10）　普通交付税の交付団体は、交付税による地方債の元利償還措置（事業費補正分）
　が不交付団体に比べきわめて高い伸びを示している。これは、将来の元利償還保障
　　の存在が、交付団体にとって事業選択の重要な要因となっている傍証といえる。
（11）　2002年度の大費目には、道府県分では警察費、土木費、教育費、厚生労働費、産
　業経済費、その他の行政費、公債費があり、市町村分では、消防費、土木費、教育
　費、厚生費、産業経済費、その他の行政費、公債費がある。
（12）　1961年度と1968年度に災害復旧費が大きく上昇している。これは、両年度におい
　て繰上償還分を公債費として基準財政需要額に算入したことが原因である。
（13）　特定債償還費とは、公共事業費等特定の事業費の財源に充当するために発行を許
　可された地方債の元利償還費のことである。
（14）　臨時財政対策債は地方交付税を補完するものであり、注（4）で示した通り、基準
　財政需要額算定の際にも組み込まれている。そのため、地方交付税の規模をみる場
　合には、含めて考えるべきであろう。
（15）　歳出のなかには実態の伴わない部分も存在している。地方財政計画の歳出と実態
　が大きく乖離している費目に、投資的経費（うち単独事業）がある。地方財政計画
533（26）白鴎法学　第19号（2002）
に示された投資的経費（うち単独事業）の歳出額は、実際の歳出額よりもかなり大
きい。たとえば、2000年度の同費目の地方財政計画は18．5兆円だが、実際には
11．9兆円である。実態を計画に反映させれば、充当率などによって額は変わるが、
2000年度でみると3～4兆円前後は地方財政計画における地方債発行額を抑制でき
たと思われる。そして、地方財政計画と実態の乖離の残った数兆円については、地
方交付税が削減されていたはずである。
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